
 

   女性差別撤廃条約選択議定書の批准に関する議論の促進を求 

める意見書 

 

 

女性差別撤廃条約選択議定書は、条約の実効性を強化するために平成１１年に国連で採

択され、令和５年１１月現在、条約締約国１８９か国中１１５か国が批准しており、我が

国は批准に至っていない。 

選択議定書は、女性差別撤廃委員会による個人通報制度と調査制度を認めており、議

定書を批准することによって、締約国は被害者救済に向け具体的な措置をとるよう同委員

会から要請されるため、国際的な人権基準に基づき女性の人権侵害の救済や、性別による

不平等をなくすための効力が強まることが期待される。 

一方で、個人通報制度の受入れに当たっては、我が国の司法制度や立法政策との関連

における問題の有無や、同制度を受け入れる場合の実施体制等の検討課題があることか

ら、外務省の主導により個人通報制度関係省庁研究会が継続的に開催され、当該制度の導

入可否について、各方面から寄せられる意見も踏まえつつ、真剣かつ慎重に検討が進めら

れている。 

この点について、令和２年１２月に閣議決定された国の第５次男女共同参画基本計画

では、諸外国のジェンダー平等に向けた取組のスピードは速く、我が国は国際的に大きく

差を広げられており、まずは諸外国の水準に追いつけるよう、これまでの延長線上にとど

まらない強力な取組を進め、法制度・慣行を含め見直す必要があり、選択議定書について

は、諸課題の整理を含め、早期締結について真剣な検討を進める、と明記されている。 

よって、国におかれては、ジェンダー平等を実現し、全ての人の人権が尊重される社会

を創るため、女性差別撤廃条約選択議定書の批准に際しての司法・立法制度における問題

の有無等や諸課題の整理、検討を速やかに行うとともに、国内における議論をより一層促

進することを強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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